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研究成果の概要（和文）： 
炭素隔離技術の国際的なテクノロジーアセスメントが日本国内の実際の炭素隔離技術に関する
デモンストレーションプロジェクトや炭素隔離技術政策に及ぼした政策的影響を調べた結果、
総じて影響力はあまりないことが明らかとなった。また、同プロジェクトに関する一次資料や
インタビューのフレーミングに関する分析を行ったところ、テクノクラート主義のストーリー
ラインが構築されてきていることが明らかとなった。 
 
研究成果の概要（英文）： 
The impact of the international technology assessment, namely the IPCC Special Report 
on Carbon Capture and Storage, was examined using CCS demonstration projects and Japanese 
national CCS policies as case studies. It was concluded that the IPCC Special Report did 
not have substantive impact. Furthermore, a rough discourse analysis of the primary 
materials of the demonstration project identified a technocratic storyline. 
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１．研究開始当初の背景 
研究代表者は長年、温暖化問題について研究
してきているが、近年、温暖化対策として炭
素隔離技術（二酸化炭素を液体化し、地中あ
るいは海中に貯留しておく技術）がクローズ
アップされている。同技術は環境に対する悪

影響が懸念されており、さらに、同技術を活
用するためには、社会的受容性、国内法制度、
大規模なインフラストラクチャー、関連する
国際条約との整合性、温暖化対策やエネルギ
ー政策における位置づけなど、非常に多くの
問題領域と相互連関を持った技術であるた
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め、そのテクノロジーアセスメントは非常に
慎重に実施しなければ炭素隔離技術の十分
な活用はできない。しかし、炭素隔離技術に
対するそうしたテクノロジーアセスメント
の手法研究はほとんど行われておらず、技術
開発だけが先んじて急ピッチで進んでしま
っているのが現状である。 

そこでこうしたテクノロジーアセスメン
トの手法を明らかにするためには、少なくと
も以下の 5つを実施しなければならない。す
なわち、1．既存技術に対するテクノロジー
アセスメントからの教訓を炭素隔離技術に
適応可能な形で抽出、2．炭素隔離技術に対
するテクノロジーアセスメントとしての既
存手法（参加型テクノロジーアセスメント、
特にコンセンサス会議、シナリオワークショ
ップ等）の有効性を比較評価分析、3．既存
の炭素隔離技術に対する国際的なテクノロ
ジーアセスメント（2005 年に気候変動に関す
る政府間パネル（IPCC）が特別評価報告書を
発表）の有効性評価；4．市民の炭素隔離技
術に対するリスク認知の評価；5．日本の炭
素隔離技術の開発体制の評価である。 
 

２．研究の目的 
本研究で行ったのは、上記１．で述べた5

つの研究課題のうちの3．である。その研究対
象としては、予算の制約上、日本国内に対す
る有効性評価に絞った。具体的には以下の2
つを対象として設定した。第一に、実際の炭
素隔離技術に関するデモンストレーションプ
ロジェクト（石炭層メタンガス増進回収プロ
ジェクト）、第二に、日本の炭素隔離技術政策
である。以下、この二つのケーススタディに
分けて記述する。 

 
（１）デモンストレーションプロジェクト 
デモンストレーションプロジェクトがIPCC特
別評価報告書から影響を受ける因果経路の一
つは学習である。このケーススタディにおい
てはデモンストレーションプロジェクトによ
る社会的学習の概念を用いた。具体的な研究
課題は「デモンストレーションプロジェクト
における社会的学習はどのような過程になっ
ているのか。そして、その過程を形成する要
因は何か。」と設定した。形成要因として想定
したのは、関連アクター、資金、そして特定
の政治的文脈であり、IPCC特別報告書はこの
政治的文脈のなかに位置づけて、調査を行っ
た。 
 
（２）日本の炭素隔離技術政策 
日本の炭素隔離技術政策がIPCC特別報告書に
よる影響を受けているかどうかという有効性
を評価するためには、IPCC特別報告書の内容

がどの程度、日本の炭素隔離技術政策に反映
されているかどうかを評価しなければならな
い。そこで、研究目的を、IPCC特別評価報告
書の内容をもとに、IPCC特別評価報告書の知
見を取り入れた炭素隔離技術政策の概念を「
統合化された炭素隔離技術」と名付けたうえ
で定義し、日本の炭素隔離技術がどの程度、
統合されているのかを評価することとした。 
 
 
 
３．研究の方法 
 
（１）デモンストレーションプロジェクト 
日本のデモンストレーションプロジェクト
（夕張のメタンガス増進回収プロジェクト）
のみを分析した場合、日本に特徴的な要素が
明らかにならないため、アメリカ
（FutureGen）とイギリス（Longannet）で実
施されようとしているデモンストレーショ
ンプロジェクトとの比較を共通の枠組みで
行った。実際の調査方法はその枠組に基づい
た一次資料、二次資料、インタビュー調査で
ある。 
 
（２）日本の炭素隔離技術政策 
日本の炭素隔離技術政策のみを分析した場
合、日本に特徴的な要素が明らかにならない
ため、ノルウェーの炭素隔離技術政策との比
較を共通の枠組みで行った。実際の調査方法
はその枠組に基づいた一次資料、二次資料、
インタビュー調査である。 
 
４．研究成果 
（１）デモンストレーションプロジェクト 
分析の結果、デモンストレーションプロジ

ェクトの関係アクターの間のコンセンサス
達成方法、プロジェクトのフレーミング、プ
ロジェクトのガバナンス構造、そして実施国
の文脈が学習プロセスを形成していること
が明らかになり、3 つのプロジェクトの比較
により、これらの要素が一般化されうること
が示唆された。また、日本のプロジェクトに
おける IPCC の影響は見られなかった。これ
は他の 2つのプロジェクトでも同様だったた
め、日本特有のものではないことが明らかに
なった。 
一つ特筆すべきは、分析対象となったデモ

ンストレーションプロジェクトの中には、い
わゆる「学習のための学習」（deutero 
learning）、というあまり事例が見つかって
いない学習が同定されたことである。 
 
 
（２）日本の炭素隔離技術政策 



政策インプット 

■包括性 
 ・問題 

-水平的 
  -垂直的 
 ・アクター 

政策インプットの 
処理 

■統合性 
 ・評価対象題 
 ・相乗効果とトレ

ードの評価 

策定された政策 

■整合性 
 ・問題 
・時間（適応的ア
プローチ） 

統合的炭素隔離技術の概念化はArild 
Underdal (1980)の枠組みを用いた。これを炭
素隔離技術政策に適用する場合を検討し、最
終的に、アクターとしては官僚、政治家、産
業界、地方自治体、NGO、CCSプロジェクト付
近の地域コミュニティ、専門家コミュニティ
を同定し、これらのアクターが政策策定に関
わっていればいるほど、統合化の度合いは高
いとした。また、問題としてはCCSとして必要
なすべての要素、そして、IPCC特別報告書で
取り上げられているCCSと関わる問題領域と
して、エネルギー、生物多様性、海洋汚染、
淡水管理の諸問題を同定し、政策インプット
としてこれらの問題がより多く扱われている
場合を統合の程度が高くなるとした。 

分析の結果、日本の政策は IPCC 特別報告
書の知見を取り込んでおらず、統合の度合い
が低いことが分かった。さらに、その理由と
して新たな説明変数を提案した。すなわち、

温室効果ガスの削減目標の厳しさ、政策議論
におけるフレーミング、国ごとの文脈、であ
る。明らかになった政策的含意としては、日
本はより広いステークホルダーを政策決定
プロセスに参加させ、政策的相互連関のある
問題を含めた議論を政策に反映していくこ
とで統合の度合いが高まることが挙げられ
る。 

 
上記二つの分析から、IPCC 特別報告書は日

本の炭素隔離技術政策やデモンストレーシ
ョンプロジェクトにほとんどなんの実質的
な影響を与えていない可能性が非常に高い
ことが明らかとなった。 
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